２６関液第３２号

平成２６年１２月１２日
登録販売事業者会員各位

関東液化石油ガス協議会

会長　小澤　洋行
（　印　略　）
実態調査票等提出について（協力依頼）
平素は、ＬＰガスの保安の確保にご尽力をいただき厚く御礼申し上げます。

去る１０月１６日に七協議会連絡会議が開催され、引き続き以下の３項目が七協議会の行動基準として採択されました。
（1） 消費者に起因するＬＰガス事故の防止対策としてのガス栓カバーの普及促進

（2） 事業者に起因するＬＰガス事故の防止対策としての調整器の期限管理の実態調査

（3） 業務用ＣＯ中毒の事故対策機器の普及状況の実態調査

　上記採択事項に対しまして幣協議会でも会員事業者の自主保安の向上促進に繋がる事業活動と判断致しましたので、ご理解の上、ご協力賜わります様お願い申し上げます。

（1） ヒューズガス栓へのガス栓カバーの取付促進を行うと伴に経済産業省のホームページなどに掲載しているチラシを活用して消費者に注意喚起を促す（別添調査票Ａ）
（2） 交換期限を過ぎた調整器の故障により発生する事故を未然に防ぐ為、交換期限を超過している調整器についての現状を調査報告して頂く（別添調査票Ｂ）
（3） 業務用施設におけるＣＯ中毒事故の撲滅の為、今年も実態調査を実施（別添調査票Ｃ）
1 対象

　　業務用施設であって、次の業務用機器を設置している施設。

　　対象機器：事故報告及び事故届に係る特定消費設備の業務用機種（通達「別表２」に記載）
　　　　　　　業務用こんろ、業務用オーブン、業務用レンジ、業務用フラ
イヤー、業務用炊飯器、業務用グリドル、業務用酒かん器、

業務用おでん鍋、業務用蒸し器、業務用焼物器、業務用食器

消毒保管庫、業務用煮沸消毒器、業務用湯せん器、業務用めん

ゆで器、業務用煮炊釜、業務用中華レンジ、業務用食器洗浄機、

業務用その他
　　対象除外：喫茶店、小料理屋等業務用施設でも、対象機器が設置されてい

ない施設は除外。

＊上記以外の対象施設は各企業の判断による。
②調査内容

（Ⅰ）業務用施設数

（Ⅱ）業務用ＣＯ換気センサ（警報器）の設置状況（ＣＯ警報器含む）

（Ⅲ）「法定周知以外の周知」の実施状況

（Ⅳ）その他の取り組み
３．期限

　　平成２６年１２月末現在の実態を記入し、平成２７年２月１３日（金）迄
に本社にて集計して事業者単位で事務局へ報告して下さい。

以　上
■ガス栓カバー取付促進調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査票Ａ
（ガス栓カバー取付促進に取組む考えの有無）

　ガス栓の誤開放防止の為、ガス栓カバー取付は有効と考えますが貴社はこの取り組みに賛同されますか？

以下のいずれかに○印を付けて下さい。
（１）賛同しており、既に消費設備調査の実施等に合わせて全数取り付けを実施している。
　（２）賛同しており、今後、実施する予定である。
　（３）賛同していない
　
１．（１）（２）の場合、具体的な方法や設置完了の目標を持っているなど、何か工夫をされてい
る場合や、今後着手する場合の実施時期等について、具体的にご記入下さい。
　　

２．（３）の「賛同していない」をお答えの方は、その理由や他の対策をお考えの場合は具体的

な対策をご記入下さい。
　　具体的な対策

■調整器の期限管理状況について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査票Ｂ
　「液石法関係のみ」

　※①平成２６年１２月末時点の状況についてご記入下さい。

　　　集計が間に合わない等、１２月時点で記入できない場合は、１１月末等直近でご記入

下さい。

→　当社は、　　　　　月末時点で記入しています。

1． 調整器の総数及び交換期限切れの数を以下の表にご記入下さい。

現在供給中の消費者（空家は除く）
	
	設　置
総  数
（個）
	うち、交換期限を超過している物（個）

	
	
	１年未満
	１～３年未満
	３～５年未満
	５～１０年未満
	１０年以上
	　計

	1 業務用施設

（共同住宅と一般

住宅以外）
	
	
	
	
	
	
	

	2 共同住宅
	
	
	
	
	
	
	

	3 一般住宅
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	


＜注意事項＞・単体式・多段式・自動切替式を含みます

　　　　　 　・交換期限には、製造年月日から７年のものと１０年の物があります。

　　         （Ⅰ類－１０年、Ⅱ類→　７年）
2． 期限切れの調整器がある場合は、以下の問いにお答願います。

（1） 期限切れの理由及び交換計画を以下の表にご記入願います
	ＮＯ．
	期限切れの理由
	期限切れの個数
	交換計画
	備考

	（例１）
	１２月１日付で買収した消費者の中の調整器の期限切れが多数ある為
	５００個
	別添「交換計画」のとおり
	一般住宅

	（例２）
	消費者との調整がつかず数ヶ月程度期限を超過している
	３０個
	３月末までに交換予定
	共同住宅

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（2） 調整器の期限管理に関する疑問・意見等がございましたらご記入願います。

調査票Ｃ
業務用施設実態調査票

（ＣＯ中毒事故撲滅に向けて）

	業務用施設数
（対象外を除く）


	戸①
（メーター数）
	全ユーザーからの割合

1 /全ユーザー　　　　　％

	そのうち業務用換気警報器
（ＣＯ警報器含む）設置数


	戸②
	2 /①　　　　　　　　　％

	法定周知以外の周知実施数


	戸③
	3 /①　　　　　　　　　％

	その他の取組等
	
	


※「その他の取組等」はＣＯ測定、器具点検等各社独自の取組に関してお願い致します。
	＜調査票記入者情報＞


住所

会社名

担当者（部署・氏名）

連絡先（ＴＥＬ）

　　　（ＦＡＸ）
	


※調査票は事業者単位で郵送またはメールにてご提出願います

　
＜調査票送付先＞　　　　　　　　　
　幣協議会ＨＰ【http://www.kan-eki.jp/】に調査票（Ａ・Ｂ・Ｃ）を掲載致しましたので

　ご記入の上、事務局【hotate@tokyolpg.or.jp】にメールで頂いても、下記の住所に郵送で
送付頂いても結構です。
〒160-0022　東京都新宿区新宿1-36-4　丁子屋ビル４階

　　　　　　　　　　　関東液化石油ガス協議会　事務局　宛
